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ロシアにおける法治国家の展開と
ヨーロッパ人権裁判所
――「判決の不執行」問題を素材として――
佐 藤 史 人
１ 問題の所在
２ ?判決の不執行」とヨーロッパ人権裁判所
３ パイロット判決とその影響
４ ?判決の不執行」への国内機関の対応
５ 結びにかえて
１ 問題の所在
?遺憾ながら統計によれば、通常裁判所にしろ、仲裁裁判所にしろ、判
決の２つに１つは執行されてい
(１)
ない。」これは、2008年12月４日に第７回
全ロシア裁判官大会において行ったメドヴェージェフ大統領の発言の一節
である。大統領をして「最も重要にして、永遠のテーマ」と言わしめたロ
シアの司法制度の病理、すなわち、国内裁判所が下した判決・決定の執行
が遅延し、あるいは、執行されないという問題（以下、「判決の不執行」
）が、本稿の主題で
(２)
ある。
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(１) . VII ,
2008.
(２) わが国でこの問題を扱った先行研究として、2011年比較法学会ミニ・シンポジ
ウムにおける杉浦一孝の報告、「人権保障における憲法裁判所とヨーロッパ人権裁
このテーマは、ヨーロッパ人権裁判所においても、主要な制度的違反の
１つとして問題にされてきた。近年、ロシアから人権裁判所への申立ては
増加の一途をたどり、人権裁判所に係属するロシアの事件は40，295件で締
約国全体の28．9％を占める（2010年12月31日
(３)
現在）。かかる事件の大多数は
いわゆるクローン事件であり、欧州審議会閣僚委員会が監視するロシアの
判決の約90パーセント（946件中853件）に達するが（2011年４月１日現在）、
そのなかでも最も数の多い類型が、?判決の不執行>に関するものであり、
そうした事件は2000年代半ばには、ロシアからの全申立ての約
(４)
80％、人権
裁判所が受理したロシアを被告国とする申立ての40％を占めて
(５)
いた。
欧州の側からみた?判決の不執行>の最大の問題は、類似の申立がくり
返されることで人権裁判所に過重な負荷がかかり、「条約システムの将来
だけでなく、欧州審議会それ自体すらも麻痺」させかねない点に
(６)
ある。パ
イロット判決手続の導入、第14議定書に基づく紛争処理の効率化、人権裁
判所規則41条の改正など、人権裁判所めぐる近年の動向もこの問題と結び
ついており、ここでは、ロシア･東中欧地域における人権問題の解決と向
き合いつつ、同時に、条約システムの麻痺を回避するという、２つの課題
の両立が問われている。
一方、ロシアにとって?判決の不執行>が意味するのは、権利論からい
判所―ロシア連邦」（本稿執筆時には未刊行）がある。
(３) AS/Jur/Inf(2011)05rev.2.
(４) 2007
,2007.
(５) CM/Inf/DH (2006)19rev.2,?3.なお、ロシアの抱える主な制度的違反は、①
判決の不執行、②民事事件の審理の不当な遅延、③監督手続による法的効力を生じ
た判決の取消、④拘置所の過剰収容、⑤被疑者、被告人に対する長期にわたる不当
な勾留、である。 . ., -
, ,
. , ,2008 ., .52.
(６) AS/Jur Report on“Implementation of Judgment of the European Court of
 
Human Rights”Assembly document 12455of20December2010.
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えば、憲法46条が保障する?権利・自由の裁判的保護>の実質化という問
題であり、制度論からいえば、ロシアの国内裁判所が、紛争解決のための
完結したシステムになりえていない、という問題である。もともと社会主
義期のロシアの裁判所は、権力統合原理のもとで政治部門に従属し、経済
事件は執行機関（国家仲裁委員会）が担うなど、その紛争処理機能は著し
く制約されていた。しかし、体制転換の過程で、法治国家、権力分立、司
法権の独立などの諸原則が承認され、裁判の対象も拡大し（憲法裁判所、
仲裁裁判所の設置）、現行憲法のなかでも、そうした成果が確認されてい
る。しかし、司法制度が社会紛争を解決するノーマルな制度として認めら
れ、かつ、実際にそのようなものとして機能する、という意味での?法治
国家の実質化>というレベルから見ると、ロシアはいまだその実現の途上
にある。少なくともロシアの場合、?裁判の執行>というわが国の憲法学
では注目されることの少ない次元が、法の支配あるいは法治国家を論ずる
うえで格別の意義を有しているのである。
ところで、?判決の不執行>は、2009年１月15日に１つの転機を迎えた。
この日、人権裁判所は、Burdov対ロシア第２事件において、?判決の不
執行>に関し、ロシアを被告国とする事件では初のパイロット判決を言い
渡
(７)
した。同判決は、?判決の不執行>が人権条約に対する制度的違反であ
ることを認め、ロシアに問題の速やかな解決を迫った。そして、現在ロシ
アでは、この判決を契機に一定の制度改革が進められている。本稿は、人
権裁判所のかかる活動に注目しつつ、近年の?判決の不執行>の動向を跡
づけることにより、ヨーロッパ人権裁判所がロシアの司法制度、あるい
は、法治国家のあり方に及ぼすインパクトについて検証したい。
(７) パイロット判決手続については、参照、德川信治「欧州人権裁判所によるいわ
ゆるパイロット判決手続き」立命館法学323号（2009年）。
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２ ?判決の不執行」とヨーロッパ人権裁判所
ロシアの憲法及び法律は、当然ながら、判決の適時の執行を要請する。
例えば、2004年７月15日の連邦憲法裁判決は、裁判所の決定の適時かつ実
効的な執行は、憲法１条１項、15条２項、17条３項、18条、45条１項、46
条１項及び２項、52条、53条、71条、72条並びに118条によって要請され
るとし、2008年７月３日の連邦憲法裁決定734号は、より端的に、判決の
執行義務が、憲法46条の保障する裁判的保護を受ける権利（
）の不可分の要素をなすと述べている。さらに、同決定が
右の権利を具体化する規定として位置づけた「ロシア連邦の裁判システム
に関する」憲法的法律６条は、効力を生じた裁判が、例外なくすべての者
に拘束力をもち、その不執行は法律の定めに従い責任を生じさせると規定
している。しかし、かかる権利の保護は、現実には、以下にみるように十
全なものとはほど遠い。
(１）?判決の不執行>の類型
ロシアの司法制度は、憲法裁判所（連邦レベルでは連邦憲法裁、連邦構成
主体では憲法（憲章）裁判所）、通常裁判所、仲裁裁判所の３系統の裁判所
から構成されているが、判決の執行の遅延・不執行は、いずれの系統の裁
判所においても生じている。
憲法裁判所の判決は、執行府のみならず、立法府、裁判所も執行義務を
負う。しかし、2007年の人権オンブズマンの年次報告書によれば、執行府
はもちろん、立法府および司法府によって連邦憲法裁の判決･決定が無視
され、権利を侵害されたとする数多くの市民の不服申立がオンブズマンの
もとに寄せられて
(８)
いる。例えば、連邦憲法裁の違憲判決により法規制に空
(８) , . ..
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白が生じた場合、連邦議会には法律の制定が要求され、連邦政府には、裁
判の公表後３ヶ月以内に国家会議（連邦議会下院）にしかるべき法案を発
議する義務が課せられる（憲法裁判所法80条１項）。しかし、前述の報告書
によれば、政府および連邦議会はしばしば自らの立法義務を怠り、その結
果として市民の権利が侵害されているという。
通常裁判所、仲裁裁
(９)
判所の場合、?判決の不執行>は、執行官の
(10)
怠慢、
国内裁判所の判決の内容上の
(11)
瑕疵、裁判所による誤った債務名義の
(12)
交付な
ど種々の理由によって発生する。?判決の不執行>は私人間の紛争におい
ても生じるが、問題が特に深刻なのは、ロシア連邦、ロシア連邦構成主体
及び自治体並びにその諸機関（以下、それらを総称する際は「公権力機関」
とよぶ）を債務者とする判決の執行で
(13)
ある。チェルノブィリ原子力発電所
の事故処理に動員されて被曝した元軍人、チェチェン戦争で負傷した元軍
人、違法な刑事訴追の被害者などの社会的弱者が、公権力機関を被告と
し、年金、住宅、児童手当、補償金など法律によって保障された種々の便
益の享受を求めて訴訟を提起し、その請求が認容されながらも、当局の判
決の無視によって、その実現が阻まれるケースは、極めて
(14)
多い。
(９) 仲裁裁判所の?判決の不執行>に関する人権裁判所の初の判決として、OOO
 
Rusatommet v. Russia (appl.no.61651/00),Judgment,14June2005.
(10) Wasserman対ロシア事件において、人権裁判所は、執行機関が債務名義を紛
失したことによる?判決の不執行>について条約違反を認定した。Wasserman v.
Russia,(appl.no.15021/02),Judgment,18November2004.
(11) 当局に住宅取得手当の支払いを求めた退役軍人Konovalovの申立てに対し、
裁判所は請求を認容しつつ、判決の主文において、①当局が連邦予算から財源を受
領し、②手当の支払いを求める者の順番待ちのリストに従うことを、手当支払いの
条件とした。これに対し、人権裁判所は、判決の不執行の理由として財源の欠如を
援用してはならいと述べ、条約違反を認定した。Konovalov v. Russia,(appl. no.
63501/00),Judgment,23March 2006.
(12) Shatunov v. Russia,(appl.no.31271/02),Judgment,1June2006.
(13) .,
: , //
, 4,2009, .64.
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このように、?国内裁判所の判決の不執行>にも種々の類型があり、ま
た、ヨーロッパ人権裁判所の判決の国内における執行についても多くの問
題点が指摘されて
(15)
いる。しかし、本稿でこれらすべてを扱う余裕はないた
め、以下では、上記の問題群のうち、人権裁判所で主として問題になる事
件、すなわち、原発事故の被爆者などロシア社会のなかで最も弱い環に属
する市民を原告とし、公権力機関を被告とする裁判所の判決の不執行に関
する問題に検討対象を限定したい。
(２）「判決の不執行」と Burdov判決
ロシアにおける?判決の不執行>に関する人権裁判所の対応を検討する
前に、人権条約と?判決の不執行>の関係をあらかじめ確認しておこう。
人権条約は、６条１項において公正な裁判を受ける権利を規定するもの
の、判決の執行を求める権利については明記していない。人権裁判所が、
?判決の不執行>と人権条約の関係を明らかにしたのは、1997年のHorns-
by対ギリシア事件であった。
① Hornsby事件
ギリシア最高行政裁判所の判決の履行の遅滞が問題となったHornsby
事件において、ギリシア政府が、条約６条の射程は「その語の文字通りの
意味での『裁判』（trial）に限って、つまりは、司法機関の前で行われる
手続に限って、その公正さを保障するものである」と述べ、判決の執行は
条約６条によって保障されないと主張したのに対し、人権裁判所は以下の
ように述べて、判決の執行を求める権利が、条約６条１項の射程に含まれ
ることを確認した。
(14) 例えば、2003年12月19日現在で、年金や児童手当など国を被告とする７万２千
の債務名義、金額にして約２億２千万ユーロが未執行であった。CM/Inf/DH
(2006)19rev.3,?35.
(15) 人権裁判所の判決の執行のうち民事手続に関するものとして、 .
., .,
,2010, 4.
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?……人権裁判所が確立した判例法によれば、条約６条１項は、すべての
者に対し、裁判所または審判所に民事上の権利義務に関するいかなる訴えを
も提起する権利を保障している。このように、それは、『裁判所への権利』
を意味しており、裁判を受ける権利、すなわち、民事事件において裁判所に
訴訟を提起する権利はその一部を構成している。……しかし、締約国の国内
法制度が、最終的で、拘束力のある司法的決定が効力を持たず（inopera-
tive）、当事者に不利益をもたらすことを許容する場合、上記の権利は幻想
にすぎないものとなろう。条約６条１項が当事者に対する詳細な手続的保
障、すなわち公正、公開で迅速な手続を定める一方で、裁判所の決定の執行
を保護しないとは考え難い。条約６条がもっぱら裁判所へのアクセス及び訴
訟手続に関わるものであると解することは、締約国が人権条約を批准する際
にその尊重を引き受けた法の支配の原則と合致しない状況をもたらすであろ
う。……したがって、いかなる裁判所によって下された判決の執行も、条約
６条の目的にとっての『裁判』（trial）の構成要素であるとみなされなけれ
ばなら
(16)
ない。」。
② Burdov事件
ロシアを被告国とする事件において、かかる判例が初めて適用されたの
は、ロシアを被告国とする初の判決でもある、2002年５月７日の Burdov
対ロシア事件判決であ
(17)
った。その概要は次の通りである。申立人、アナト
ーリー・ブールドフは、軍の召集により1986年10月１日から1987年１月11
日までチェルノブイリ原子力発電所の事故処理作業に従事し、多量の放射
線を被曝した。その後、健康の悪化にともない1991年から補償金の受給が
認められた。しかし、補償金の支払いが滞ったため、申立人は、市の住民
社会保護局を被告とする訴訟を提起し、1997年３月３日にシャフティ市裁
(16) Hornsby v.Greece,(appl.no.18357/91),Judgment,19March1997,?40.訳出
の際には、中西優美子「判決の執行：『裁判への権利』と国内裁判所判決の執行を
求める権利―ホーンズビィ判決―」戸波江二他編『ヨーロッパ人権裁判所の判例』
（信山社、2008年）を参照した。
(17) Burdov v. Russia,(appl.no.59498/00),Judgment,7may2002.同事件に関
し、参照、杉浦一孝「ヨーロッパ人権裁判所とロシア」ユーラシア研究41号（2009
年）75-76頁。
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判所は彼の請求を認める判決を言い渡した。彼は、1999年にも未払いの補
償金の支払いなどを求める訴えを提起し、1999年５月21日に勝訴してい
る。さらに、市裁判所は、2000年３月２日にも、未払いの延滞利息のイン
デクセーションを認める判決を下した。しかし、上記の判決は、いずれも
直ちには執行されなか
(18)
った。すなわち、シャフティ市の執行機関は、ブー
ルドフに対し、市当局に連邦予算から十分な財源が配分されていないため
判決を執行できないと通知したのである。そこで、ブールドフは、かかる
判決の執行の遅滞について2000年３月20日に人権裁判所への申立を行っ
た。
ブールドフの申立てに対し、人権裁判所は、上記のHornsby判決を引
き、判決の執行も条約６条１項によって保護されることを確認したうえ
で、財源不足を理由に判決の遵守を免れることはできないと述べて、条約
６条１項違反を認定した。また、人権裁判所は、「債権」は、それが執行
可能なものとして十分に確認された場合には第１議定書１条の意味での
「財産」に該当すると指摘し、申立人が判決の執行を受けられないことに
基づく第１議定書１条の違反もあわせて認定している。
(３）「判決の不執行」の制度的背景
2004年12月22日、閣僚委員会は、Burdov判決の執行について、ロシア
政府が条約46条の定める義務を果たしたことを確認
(19)
した。しかし、同様の
問題に関する約５千件の申立てが、その後も毎年人権裁判所に提起され、
人権裁判所の判決数も2007年から2008年にかけてむしろ増加した。その背
景には、予算の編成・執行手続、判決の執行手続、損害補償手続、有責者
への制裁措置などの領域における、多種多様な問題が存在する。例えば、
予算編成において2000年代半ばに存在した問題点を挙げよう。当時、ロシ
(18) ロシア政府によれば、2001年３月５日に市当局は財務省の決定に基づき、申立
人に対し、債務を弁済した。
(19) ResDH (2004)85.
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ア政府は、人権裁判所の判決に基づく賠償金にはしかるべき予算措置をと
っていたが、国内裁判所の判決についてはそれを怠って
(20)
いた。その結果、
人権裁判所への申立てが国内裁判所の判決の執行を得る唯一の手段とな
り、ロシアからの申立を増大させたといわれて
(21)
いる。
かかる状況に対し、閣僚委員会も一定の対策に乗り出した。閣僚委員会
は、2006年に作成したメモランダム「ロシアにおける国内裁判所の決定の
不執行―人権裁判所判決の遵守のための一般的
(22)
措置」において?判決の不
執行>をもたらすロシア国内の機能不全を包括的に洗い出し、それに基づ
きロシア政府に制度改革を実施させて
(23)
いる。それでも、積み残された課題
は多く、問題のトータルな解決には至らなかった。そこで、2008年以降、
人権裁判所は、ロシアにおける制度的問題により踏み込んだ対応をとるよ
うになる。以下では、人権裁判所のかかる実務を検討するための予備作業
として、のちにその適用実務が実効性を欠くとして人権裁判所から批判さ
れることになるロシアの国内救済手段の制度的特質を、執行手続と補償手
続の２点に限ってあらかじめ概観しておきたい。
① 執行手続
公権力機関に対する判決の執行手続は、現在までに３度（1997年、2001
年、2005年）の制度改革を経験している。体制転換後、執行手続を最初に
(20) ., . .(2009), .66.なお、1998年３月29日の「ヨーロッパ人
権裁判所におけるロシア連邦代表に関する」大統領令は、ロシア連邦政府に対し、
連邦の年次予算の編成の際に、人権裁判所の判決に基づく賠償金を独自の予算項目
として定めるよう指示している。この点につき、 . .,
: //
,2007, 11, .75.
(21) // ,13.07.2009.
(22) CM/Inf/DH (2006)19rev.2.
(23) 司法の実効性のための欧州委員会（CEPEJ）と欧州審議会の関係部局は、
2006年10月30日から31日にかけてロシアの国内機関の代表者を招いてハイレベル円
卓会議を開催した。そして、その会議を踏まえ、ロシアにおいて一定の制度改革が
実施されている。改革の内容は、CM/Inf/DH (2006)19 rev. 3に見ることができ
る。
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法的に整備したのは、1997年７月制定の執行手続法及び執行官法であ
(24)
った。この97年執行手続法により、公権力機関を被告とするあらゆる判決
の執行は執行
(25)
機関に委ねられた。しかし、公権力機関の財源に対する執行
機関の差押えが、予算の執行を麻痺させるなどと批判された
(26)
ため、政府
は、公権力機関を執行債務者とする判決の特別執行手続を新たに導入し
た。2001年連邦政府決定143号および2002年連邦政府決定
(27)
666号によって導
入された新手続によれば、①執行機関は、国家機関または国庫庁に対する
強制執行の権限をもたず、②執行債権者は、執行手続法の定める主な権利
を享受せず、③執行債権者は、債務名義など執行に必要な文書を、財務省
ないし連邦国庫庁（の地方局）に自ら提出しなければなら
(28)
ない。こうし
て、公権力機関を執行債務者とする判決の執行とその成否は、財務省ない
し国庫庁（その地方局）に委ねられることになった（しかし、かかるメカニ
ズムは、人権裁判所が扱った事件を見る限り、実効性を欠くものであ
(29)
った）。
上記の政府決定に法的根拠を与えたのは、各年度の連邦予算法である。
2001年度予算法は、ロシア連邦国庫を執行債務者とする債務名義は財務省
に提出され、連邦政府の定める手続きにしたがって執行されると定め、そ
の後の年次予算法もそれを踏襲した。さらに、2003年度予算法は、執行官
がロシア連邦を債務者とする判決の執行から排除される旨を明文で定め
(24) ., ., ,
,2011, .7.
(25) ロシアにおいて強制執行権は、連邦司法省の外局にあたり、1997年の執行手続
法および執行官法によって設置された連邦執行官局
が行使する。本稿では、 を原則として「執行
機関」と訳す。
(26) ., ., . ., .8.
(27) 22 2001 143,
666 22 2002.
(28) ., // , 37,2005.
(29) CM/Inf/DH (2006) 19 rev 3, ?19. この点につき、例えば以下の事件がある
Bazhenov v. Russia,(appl.no.37930/02),Judgment,20October2005.
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た。しかし、政府決定により執行手続を規制する手法は、2005年に連邦憲
法裁によって否定される。連邦憲法裁は、2005年７月14日の判決におい
て、2002年連邦政府決定666号を違憲とした
(30)
ため、2005年12月27日には、
予算法典、執行手続法等が改正され、予算法典に特別執行手続に関する章
（24章の１）が設けられた。もっとも、2005年改革は、前述の執行手続の
内容を根本的に変えるものではなかった。なぜなら、前述の違憲判決の趣
旨は、執行手続に関する規制は法律のみに許されるという点にあり、連邦
憲法裁は、?裁判的保護を受ける権利>の実現が国家機構の活動を麻痺さ
せるものであってはならないとの理由から、財務省による判決の執行を容
認したからで
(31)
ある。こうして、2005年の新制度においても、公権力機関に
対する判決の執行は、連邦レベルでは財務省並びに連邦国庫庁（及びその
地方局）に委ねら
(32)
れたままであった。
② 損害の補償手続
次に、公権力機関に対する判決の不執行によって生じた損害の補償手続
をみよう。先に紹介した閣僚委員会のメモランダムは、判決の執行の遅
延・不執行に対する適切な補償措置を、判決を遵守させるためのインセン
ティヴとして位置づけている。ここでいう適切な補償としては、①インデ
クセーション、②延滞利息、③財産的、精神的損害賠償、が挙げられる。
①のインデクセーション（インフレーションに基づく損失の補償）は、民
訴法典208条によって規定され、連邦最高裁の判例によれば、債務者の過
失の有無にかかわらず認めら
(33)
れる。ただし、例えば内務省は、執行の遅延
が同省の過失に基づく場合にのみインデクセーションに応じるなど、上記
(30) 14 2005 .N 8- .
(31) ., . .(2005).
(32) 連邦レベルの場合、ロシア連邦に対する損害賠償請求に関する判決の場合は連
邦財務省が（予算法典242条の２）、特定の国家機関に金銭の支払いを命じる判決の
場合は連邦国庫庁（およびその地方局）が（予算法典242条の３）、それぞれ判決を
執行する。
(33) CM/Inf/DH (2006)19rev.3,?63.
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の原則は統一的に適用されているわけでは
(34)
ない。また、仲裁訴訟法典183
条は、連邦法に特別の規定がある場合か、その旨を当事者間で予め合意し
た場合に限ってインデクセーションが認められるとしており、民訴法典と
は異なるアプローチをとっている。
②の延滞利息については民法典395条が規定する。連邦最高裁と最高仲
裁裁判所の共同決定（23段）によれば、同条は、判決の執行が遅延した場
合にも適用さ
(35)
れる。
③の損害賠償については、民法典59章「損害賠償義務」の1069条および
1070条において規定されている。これらの条文は、憲法53条の定める?国
家補償を受ける権利>を具体化するもので、国家賠償一般については1069
条で
(36)
定め、裁判所に関わる例外を1070条で定めている。1070条のうち第１
項は、刑事補償において無過失責任主義をとる旨を定め、同条２項２文は
「裁判の実施（ ）の際に生じた損害」は、「裁判官の
責任が効力を生じた刑
・
事
・
判
・
決
・
によって確認された場合に、補償される」と
規定し（傍点は、筆者）、裁判上の誤りは、原則として審級制度の枠内で修
正されるべきであるとしている。
３ パイロット判決とその影響
(１）Burdov対ロシア第２事件
?判決の不執行>に対する人権裁判所の対応は2008年を境により積極的
(34) CM/Inf/DH (2006)19rev.3,?64.
(35) CM/Inf/DH (2006)19rev.3,?67.
13, 14 8 1998 ..
(36) 民法典1069条は、次のように定めている。「国家機関、地方自治機関もしくは
右の機関の公務員の違法な行為（不作為）、または、国家機関もしくは地方自治機
関による法律その他の法令に反するアクトの制定により、市民または法人に生じた
損害は、これを賠償する。損害は、それぞれロシア連邦国庫庁、ロシア連邦構成主
体国庫庁または地方自治体の会計機関により賠償される。」
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になる。?判決の不執行>に対する一般的措置に関して注目されるのが、
2008年４月10日のWasserman対ロシア第２事件判決である。人権裁判所
は同事件において条約13条違反を認定した際に、人権裁判所が?裁判の遅
延>事件（length-of-proceedings cases）において発展させた条約13条に関
する以下の諸原則が、?判決の不執行>にも及ぶことを確認して
(37)
いる。
・裁判の遅延に対する最良の解決策は、予防的措置（prevention）を設ける
ことである。
・しかし、締約国が補償的救済手段（compensatory remedy）のみを導入
したとしても、必ずしもその実効性は否定されない。
・右の救済手段が、中断した手続を促進させ、または適切な補償を与えると
いう意味で「実効的」であるためには、以下の基準を満たさなければなら
ない。
①補償に関する訴えが、合理的期間内に審理されること。
②補償が、適時に、一般的には補償に関する決定が効力を生じてから６ヶ
月以内に支払われること。
③補償に関する手続が、条約６条の保障する公平性の原則に従うこと。
④請求が認容された場合の訴訟費用に関する規則が、当事者に過度な負担
を課さないこと。
⑤補償額が、人権裁判所が類似の事件で認定した額と比べて合理的である
こと。
・非財産的損害の賠償にあたっては、「過度に長期にわたる手続は非財産的
損害を生じさせるという強力だが、反証可能な推定」がはたらく。
2008年12月４日の Siverin対ロシア
(38)
事件では、チェルノブイリ原発事故
の補償問題で初めて条約13条違反が認定された。メディアにおいてこの判
決に言及した人権裁判所のロシア人裁判官のコーヴレルは、条約13条違反
は「国家に対し、その条約違反が制度的性格を有していることを示すシグ
ナル」であり、「もし条約13条違反を確認するだけでは不十分なら、我々
(37) Wasserman v.Russia(no.2),(appl.no.21071/05),Judgment,10April2008,
??47-51.なお、同判決以前に?判決の不執行>に関して13条違反が認定された事
件として、Lositskiy v.Russia,(appl.no.24395/02),Judgment,14December2006.
(38) Siverin v. Russia,(appl.no.24664/02),Judgment,4December2008.
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は、ロシアに関して特別な『パイロット』判決を適用するであろう」と予
告
(39)
した。この発言は、?判決の不執行>に対してパイロット判決手続の適
用を決めた2008年７月３日の人権裁判所第１部の決定を念頭に置いたもの
である。当該手続の対象に選ばれたのは、前記のブルードフが2004年に申
立てた事件である。コーヴレルによれば、ブルードフの２回目の申立に白
羽の矢を立てたのは、ロシア政府に対し「パヴロフの犬のように」違反が
くり返されていることを思い出させるためであ
(40)
った。
2009年１月15日、人権裁判所は、Burdov対ロシア第２事件に対する判
決を言い渡
(41)
した。今回、申立ての対象となったのは、2003年から2007年に
かけての、未払いの補償金の支払いやインデクセーション、延滞利息等に
関する通常裁判所の５つの判決である。人権裁判所は、執行に２年10ヶ月
から１年３ヶ月かかった３つの判決について条約６条違反及び第１議定書
１条違反を認めるとともに、職権に基づき条約13条違反についても審査を
した。その際、人権裁判所は、Wasserman第２判決など、この問題に関
するこれまでの同裁判所の諸判決を援用しつつ、ロシアの国内制度に以下
のような評価を下している。
まず、予防的措置（preventive remedies）については、執行官が判決に
対する強制執行の権限をもたないこと、刑法典315条の定める制裁手続の
実務における実効性が立証されていないことが批判されている。
補償的救済手段（compensatory remedies）については、延滞利息に関す
る民法典395条では、裁判所によって請求が認容されないケースが多いこ
と、インデクセーションに関する民訴法典208条では、請求の認容後、実
際に給付がなされるまでに時間がかかることが、それぞれ批判された。ま
(39) ., // - ,26.01.2009.コーヴレルのイン
タビューが掲載されたのは、実際にはパイロット判決が言い渡された後であった。
(40) Philip Leach,Helen Hardman,Svetlana Stephenson,Brad K.Blitz,Respon-
ding to Systemic Human Rights Violations,2010,p.19.
(41) Burdov v.Russia(no.2),(appl.no.33509/04),Judgment,15January2009.
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た、人権裁判所は、非財産的損害の補償との関わりから民法典59章を取り
上げ、過失責任主義がとられていることを問題視する。すなわち、過失責
任主義では、請求が認容される十分な見込みがなく、人権裁判所が過去の
判例において確認した「拘束力を有し、執行可能な判決の執行における過
度の遅延は、非財産的損害を生じさせるという非常に強力だが、反証可能
な推定」とも調和しがたいという。また、人権裁判所は、この問題との関
連で、2001年１月25日の連邦憲法裁判決を取り上げ、同判決は裁判手続に
よって生じた損害を裁判官の個人的過失と結びつけてはならないと判示し
たにもかかわらず、立法府がかかる立法義務を無視したことを確認してい
る。
以上の諸点から、人権裁判所は、ロシアには適切かつ十分な救済手段が
存在しないと結論づけ、条約13条違反を認定した。その上で、「基本的な
問題が、くり返され、恒常的な性質をもつこと、ロシアにおいてそれらの
問題に影響される人々が広範であること、そして、国内において迅速かつ
適切な救済手段を与える緊急の必要性があることを特に考慮し」、本件に
パイロット判決手続を適用する旨を宣言した。
人権裁判所は、問題の複雑さを考慮し、とられるべき一般的措置につい
て具体的な指示を避け、この任を閣僚委員会に委ねる一方、実効的救済手
段を構築する際には、条約13条違反との関わりで検討された問題への対応
が必要だとの認識を示した。その際に、裁判所は、前述の連邦憲法裁の判
決の重要性を改めて確認するとともに、2008年９月30日に連邦最高裁がこ
の問題に関する補償法の立法発議を行ったことに触れている。
さらに、人権裁判所は、ロシア政府に対し、①本判決の確定後６ヶ月以
内に実効的救済手段を構築し、②判決の言渡し前に申立をし、その申立が
被告国に通知された被害者については、本判決の確定後１年以内に、適切
かつ十分な救済を与えるよう指示するとともに，③上述の措置がとられる
まで、本判決の確定後１年間のあいだ、判決の不執行に関するすべての事
件の手続を中断することを宣言
(42)
した。
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(２）パイロット判決の波紋
ロシア政府は、Burdov第２判決に対して大法廷への上訴付託を求めた
が却下され、当該判決は2009年５月４日に確定した。その結果、ロシア政
府は、11月４日までに実効的救済手段を設け、2010年５月４日までにすで
に人権裁判所に申立てられた類似の事件にしかるべき救済を与える義務を
負った。また、同判決に基づき手続が中断された申立ての数は、2009年で
495件、2010年で229件にのぼって
(43)
いる。
人権裁判所の意図を代弁するかのように、コーヴレル裁判官は判決の直
後、1927年のソビエト政府のスローガンをもじった次のような発言をして
いる。「これは、ロシアが欧州人権条約第14議定書を批准しないことに関
する、チェンバレンへの我々の回答である」と。さらに彼は、ロシアの対
応が不十分な場合には、欧州審議会におけるロシアのメンバーシップの停
止もあり得ることをほのめかして、ロシア政府を強く牽制
(44)
した。
ロシア当局も Burdov第２判決を契機に、この問題に正面から向き合わ
ざるを得なくなった。しかし、パイロット判決が設定した６ヶ月のうち
に、十分な一般的措置はとられなかった。期日の11月４日から約１ヶ月経
った12月３日、閣僚委員会は Burdov第２判決に関する暫定決議を採択し
ている。同決議は、ロシア政府が人権裁判所に係属中の申立に対する和解
に取組み、また、国内的救済手段に関する法案の起草作業が、大統領府の
参加のもと、省庁横断の委員会において進められていることを評価しつつ
も、期日までに損害賠償に関する特別立法が議会に提出されなかったこと
に遺憾の意を示し、ロシア政府に対して立法改革を遅滞なく進めるよう要
請している。
(42) Burdov第２事件判決は、人権裁判所の３番目のパイロット判決である。判決
の執行に関するタイムテーブルが設定されたのは、今回が初めてであった。See,
Ibid.,pp.18-19.
(43) AS/Jur/Inf(2011)05rev.2,p.10.
(44) // ,02.
03.2009.
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(３）2010年補償法
Burdov第２判決への本格的な対応が始まったのは、2010年３月のこと
であった。メドヴェージェフ大統領は、３月22日、「合理的期間内に裁判
を受ける権利または合理的期間内に裁判の執行を得る権利の侵害の補償に
関する」連邦法の草案を国家会議に提出し、その後議会の議決を経て、同
法案は４月30日の大統領署名により連邦法とな
(45)
った（以下、「補償法」）。そ
の施行日は、Burdov第２判決で類似の事件の救済を完了させる期日とさ
れた５月４日であり、大統領提出の立法趣意書も、この期日がパイロット
判決を意識して設定されたことを認めている。また、2010年12月23日に
は、連邦最高裁判所及び最高仲裁裁判所が補償法の適用に関する共同決定
を採択
(46)
した。
なお、Burdov第２判決で人権裁判所が指摘したように、すでに2008年
９月の段階で、連邦最高裁により、?判決の不執行>によって生じた損害
の賠償手続に関する
(47)
法案（以下、「最高裁案」）が国家会議に提案され、未
審議のまま１年半にわたって放置されていた。結果的には、最高裁案は国
家会議によって無視され、それとほぼ同旨の大統領提案の補償法が採択さ
れたことになる。国家会議によれば、最高裁案を回避した理由の１つは、
最高裁案１条２項にあった。同項は、最高裁案の規定する手続を利用する
ことが、国際人権機関への申立の条件になると定めてい
(48)
たが、最高裁案の
定める補償手続が実効性を欠く場合、かかる規定は人権裁判所にアクセス
(45) 2010 18, .2144.なお補償法の制定にあわせ、予算法典、行政的違
法行為法典、仲裁訴訟法典、刑事訴訟法典、民事訴訟法典を改正するパッケージ法
も採択されている。 2010 18 .2145.
(46) 30, 64
22 2010 ..
(47) 2008年９月26日、連邦最高裁総会は、「合理的な期間内に裁判を受ける権利及
び合理的な期間内に効力を発した裁判の執行を得る権利の侵害によって生じた損害
の国家賠償に関する」憲法的法律の立法発議を行うことを決定し、同年９月30日に
法案を国家会議に提出している。
(48) ., // - ,3.10.2008.
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する権利を不当に制約するおそれがあることが、国家会議により問題視さ
れたので
(49)
ある。
① 2010年補償法の内容
2010年補償法は、民事及び刑事の?訴訟遅延>及び?判決の不執行>を
補償対象とする。その特徴を、?判決の不執行>に関する点についてのみ
取り上げると、以下の通りである。
①同法の補償対象は、「合理的期間内にロ
・
シ
・
ア
・
連
・
邦
・
予
・
算
・
制
・
度
・
の
・
財
・
源
・
（
・・・・・・・・
・・・・・・・・
）に
・
対
・
す
・
る
・
取立（ ）について定める裁判の執行を得る
権利」が侵害された場合である（１条１項）（傍点は、筆者）。最高裁案は、
「法的効力の生じた裁判の執行を合理的期間内に得る権利」が侵害された
場合、すなわち私人間の紛争に関わる?判決の不執行>の場合にも補償を
認めていたが、2010年補償法では傍点部分に救済対象が限定された。
②補償法は、補償手続を通常裁判所および仲裁裁判所に委ねている（１条１
項）。治安判事、地区裁判所、駐屯地軍事裁判所が扱った事件は連邦構成
主体レベルの裁判所（以下、「州級裁判所」）が扱い、それ以外の通常裁判
所の事件は連邦最高裁が処理する。仲裁裁判所に関する事件は、管区連邦
仲裁裁判所が扱う（３条３項）。これらの裁判所が第１審として下した判
決に対し、各訴訟法の手続に基づく上訴が認められる（４条５項）。
③補償法は、損害の補償について、無過失責任主義を採用した（１条３項）。
④補償法は、１条４項において、同法と民法典の関係を規定している。同項
によれば、この法律に基づき補償を受けた場合、民法典1069条、1070条に
基づき損害賠償を請求することは妨げられないが、精神的損害賠償を請求
する権利は失われる。
⑤補償法が人権裁判所に直接言及した条文としては、以下の２つがある。賠
償額の算定の際に人権裁判所の実務が考慮されるとした２条２項、およ
び、補償法の施行日から６ヶ月の間、裁判の遅延・判決の不執行に関し、
既に人権裁判所への申立てを行った者は、人権裁判所が受理審査または本
案について判断をしていない場合に限り、この法律の定める手続を利用す
ることができると定める６条２項である。
⑥出訴期間は、判決が未執行の場合は法律の定める執行期間を過ぎてから６
(49) // ,24.03.2010.
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ヶ月以降、すでに執行がされている場合は、執行の終了した日から６ヶ月
以内とされ、審理期間は２ヶ月である（民訴法典244条の７）。
② 2010年補償法制定後の展開と課題
上記の補償法に対する人権裁判所の評価は、ナゴヴィツィン、ナルギエ
フの申立に対する2010年９月13日の決定にみることができる。2010年５
月、ロシア政府から補償法の制定について通知を受けた人権裁判所事務局
は、補償法の対象となるすべての申立人に対し、同法（６条２項）の定め
る６ヶ月の出訴期間内に新手続を利用するよう助言した。この助言に従
い、ナゴヴィツィンはキーロフ州裁判所において４万ルーブル（約1，030
ユーロ）の補償を認められ、ナルギエフも補償法に基づく訴えを提起する
予定であったが、両名ともこの補償法は不執行の問題を完全に解決するも
のではないとして、人権裁判所への申立を取り下げなかった。これに対
し、人権裁判所は、現段階において補償法は申立人に利用可能であり、そ
の実効性を否定する根拠に欠けると述べ、条約35条１項の国内的救済完了
原則の要件を満たすためには、補償法の定める手続きを完了させなければ
ならないとして、両名の申立を却下
(50)
した。人権裁判所は、当該決定のなか
で、国内裁判所が補償法に基づき条約に適合する判例を確立できないとき
には、この問題の審査に立ち戻る可能性があるとも述べている。したがっ
て、上記の判断は暫定的なものではあるが、ともかくも、2010年補償法
は、条約35条のいう「国内的救済手段」に該当するとみなされたのであ
る。
ロシアでは2010年10月21日現在で、連邦最高裁民事部及び刑事部に、右
の補償法に基づく801件の申立てが寄せられている。民事部が第１審とし
て受理した98件の申立てについてみると、訴訟遅延に関するものが78件、
判決の不執行が20件であ
(51)
った。この手続が、州級裁判所、仲裁裁判所でも
(50) Nagovitsyn and Nalgiyev v. Russia, (appl. nos. 27451/09; 60650/09),
Decision,13September2010.
(51) ., ., // -
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行われることを考えれば、当該制度の利用者はかなりの数に上る。かかる
傾向が維持されるならば、人権裁判所への申立は、2010年補償法の制定を
契機に、その数を大幅に減少させるであろう。但し、人権裁判所により、
ロシアの国内的救済手段の実効性が否定されないことがその前提となる。
このことに関連して、２点ほど問題点を指摘しておきたい。第１に、Bur-
dov第２判決においてその問題性が指摘されたにもかかわらず、現在に至
るまで執行手続における制度改正は行われていない。Wasserman第２判
決によれば、補償的救済手段のみを設けたとしても救済手段の実効性が認
められる余地はあるから、執行手続の手直しが必須というわけではない
し、2009年12月３日の閣僚委員会暫定決議をみるかぎり、この問題に関す
る欧州審議会の当面の関心は、もっぱら補償法に集中している。したがっ
て、執行手続の改革が直ちに焦点になるというわけではないが、それで
も、この問題に手をつけない以上、判決の執行の促進という点で2010年補
償法にかかる期待は、よりいっそう重いものとなる。
第２に、2010年補償法の実効性という観点から問題となるのが、その守
備範囲の狭さ・不明確さである。少なくとも、本法が、私人間の紛争に関
する判決の不執行に適用されないことは明らかであるが、同条の解釈次第
で、被告となる公権力機関の範囲がかなり狭まるのではないかとの指摘が
実務家から出されて
(52)
いた。この点に関し、前述の両最高裁の共同決定は、
補償法の射程が公権力機関に広く及ぶことを明らかにして、かかる懸念を
払拭した。しかし、それでも私人間の紛争が救済対象からこぼれ落ちる事
実にかわりはない。
2010年補償法の導入直後、７月６日のモスクワ管区連邦仲裁裁判所の判
決において、この問題が早くも表面化
(53)
した。私企業を債務者とする判決の
, 6,2011, .34.本資料は、杉浦一孝教授（名古屋大学）のご厚意
により参照することができた。記して感謝の意を表したい。
(52) // ,15.06.2010.
(53) // ,07.07.2010.
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不執行が問題となったこの事件において、仲裁裁判所は、補償法の対象外
であることを理由に原告の訴えを退ける判決を下した。この事件で注目さ
れるのは、原告が、補償法の適用対象を限定することが憲法の平等原則に
違反するとして、仲裁裁判所に対し、憲法裁判所への事件の移送を求めた
点である。本件では、仲裁裁判所は原告の求めに応じなかった。しかし、
将来的には、この種の事件が憲法裁判所あるいは人権裁判所で問題となる
可能性は少なくない。2010年に導入されたメカニズムの評価にあたって
は、国内裁判所の実務の動向を今少し見守る必要があるように思われる。
４ ?判決の不執行」への国内機関の対応
(１）国内機関の対応
これまで、我々は、?判決の不執行>に対する人権裁判所の活動を概観
してきた。本章では、主たる視点をロシア側に移し、人権裁判所の判決に
対するロシアの国内諸機関の（2000年代以降の）対応を個別の機関ごとに
検討することで、?判決の不執行>に関する人権裁判所判決のロシアにお
ける具体的な受容プロセスを明らかにしたい。
① 連邦憲法裁
最初に、ロシアでこの問題に最も精力的に取り組んできた連邦憲法裁を
とりあげよう。連邦憲法裁に関して第1に注目されるのは、同裁判所がそ
の裁判において?判決の不執行>に関する人権裁判所の判例を度々引用し
てきた点である。連邦憲法裁は、2001年７月30日
(54)
判決においてHornsby
判決を引用し、判決の執行が「裁判」の構成要素であることを確認した。
また、2002年６月19日
(55)
判決では、Burdov判決を引きつつ、判決の不執行
の理由として財源の不足を援用しえないと判示している。
第２に、連邦憲法裁が、その判決を通じ?判決の不執行>を解決するメ
(54) 30 2001 .N 13- .
(55) 19 2002 .N 11- .
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カニズムの構築を志向してきたことに注目したい。その代表例は、前述の
2001年１月25日判決で
(56)
ある。この事件は、審理の遅延などによって生じた
損害の賠償につき、通常裁判所及び仲裁裁判所が民法典1070条２項を根拠
に訴えを退けたことを不服とする市民の憲法訴願に基づくものである。連
邦憲法裁は、民法典1070条２項における「裁判の実施」（
）は「事件の本案を解決する裁判」のみを意味し、民事裁判手続の
特殊性故に、「裁判の実施」に対する国の賠償責任を裁判官の刑事的に可
罰的な行為と結びつけることは憲法に違反しないと判示する
(57)
一方、裁判手
続のうち判決の執行など、「裁判の実施」概念に含まれないものについて
は、裁判官の責任を刑事判決で確認するには及ばないと指摘し、かかる場
合の賠償手続に関する特別法の制定を連邦議会に義務づけた。このよう
に、本判決は、合憲限定解釈を通じ、?判決の不執行>に対する損害賠償
の可能性を拡大しようとするものであった。また、本判決は、連邦憲法裁
が人権条約の条文を判決理由だけでなく、主文において引用した初めての
判決であるという点でも注目さ
(58)
れる。しかし、連邦議会は、本判決によっ
て負った立法義務を無視し続けた。そこで、連邦憲法裁は、2008年７月３
日の連邦憲法裁決定734号において再びこの問題に立ち戻り、連邦議会に
対して、上記の賠償法の迅速な制定を改めて要求している。
また、2002年４月９日の決定68号では、法律が国の給付義務を定めなが
ら、年次予算法においてその予算が計上されない場合には年次予算法が優
先されると定める予算法典83条５項に関し、連邦憲法裁は、合憲限定解釈
により予算法の優位を事実上否定
(59)
した。さらに、前述の2004年７月15日判
(56) 25 2001 .N 1- .
(57) 具体的には、「明らかに違法な判決の言渡し」（刑法典305条）、「職務怠慢」（同
293条）に該当する場合である。
(58) .,
, . . .,
:
,2008, .42-43.
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決では、しかるべき機関への債務名義の提出を執行債権者に義務づける
2003年度の連邦予算法の規定を審査した際に、連邦憲法裁は、右の予算法
は執行手続への裁判所の関与を排除していないと述べ、裁判所は債権者の
要請に従い、財務省に債務名義を送付する義務を負うと判示して
(60)
いる。
このように、連邦憲法裁は、人権裁判所の判例を意識しつつ?判決の不
執行>の是正に務めてきた。しかし、その内容が人権裁判所の求める水準
に常に合致していたわけではない。例えば、Burdov第２判決で確認した
ように、人権裁判所は?判決の不執行>によって生じる非財産的損害の補
償に、無過失責任主義をとることを要求する。しかし、前述の2001年１月
25日判決は、「人権条約は、被告国に対し、〔刑事補償と〕同様の条件で、
すなわち、裁判官の責任の有無にかかわらずすべての裁判上の誤りに対し
て、民事裁判手続に従い裁判をする際に生じた損害を補償するよう義務づ
けているわけではない」と述べて、無過失責任主義の採用を要求しなか
(61)
った。また、2004年７月15日
(62)
判決は、公権力機関を債務者とする判決の執
行の実効性を著しく低下させた2002年政府決定666号を違憲と判示する一
方で、前述の通り、同旨の規定を法律で定めることについては容認した。
デメネヴァは、この判決について、連邦憲法裁が、「通常の市民の利益よ
りも、ロシアにおける国家機関の活動の方を重要であると認定した」と批
判して
(63)
いる。
(59) 9 2002 .N 68- .
(60) 連邦憲法裁のかかる法的見解は、国を被告とする裁判に勝訴した者は、判決
後、その執行を得るために手続上の行為を要求されないとする人権裁判所の判例
（Metaxas v.Greece,(appl.no.8415/02),Judgment,27May2004,?19;Reynbakh
 
v. Russia,(appl.no.23405/03),Judgment,29September2005,?23）に沿ったも
のである。see,CM/Inf/DH (2006)19rev.3,?22.
(61) 前述の Burodov第２判決には、あたかも連邦憲法裁の2001年１月25日判決が
無過失責任主義の採用を要求しているかのような記述があるが、連邦憲法裁の判決
文を読む限り、そのようなことを論じた箇所は存在しない。
(62) 14 2005 .N 8- .
(63) ., . .(2005).
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② 連邦最高裁判所、最高仲裁裁判所の対応
連邦最高裁、連邦最高仲裁裁判所も、?判決の不執行>問題に積極的に
取り組んできた機関である。例えば、連邦最高裁は、2003年総会決定５号
12段において、裁判所の決定の執行は条約６条１項の定める「裁判」概念
に含まれ、判決の合理的期間内での執行が要請される旨を下級審に説いて
(64)
いる。また、連邦最高裁は、2001年から2003年にかけて、連邦政府決定に
よって導入された前述の特別執行手続の法律適合性を審査した際に、当該
手続は、判決の執行手続を定めたものではなく、執行債務者が判決を自発
的に履行する際の手続を定めたものにすぎないと解釈することにより、公
権力機関を被告とする判決にも、97年執行手続法が適用されるとする判断
をくり返し示して
(65)
きた。
さらに、連邦最高裁の姿勢を最も明確に示すのが、2008年９月に国家会
議に提出された前述の最高裁案であろう。この法案が、連邦憲法裁の2001
年１月25日判決に対応するものであり、Burdov第２判決において人権裁
判所により特別の注目を浴びたのは、すでに述べたとおりである。
一方、最高仲裁裁判所で注目すべきは、2006年６月22日の総会決定23号
である。この決定は、97年執行手続法と2005年12月改正の予算法典の関係
を扱ったもので、予算法典の定める３ヶ月の執行期間内に判決が執行され
ない場合、執行債権者は、執行官に債務名義を提出して執行手続の開始を
求めることができるとする解釈を下級審に示して
(66)
いる。
(64) 5 10 2003 ..
(65) 詳細については、see,Pridatchenko and others v.Russia,(appl.nos.2191/
03;3104/03;16094/03;24486/03),Judgment,21June2007,??37-39.もっとも、
右の事件の申立人の１人であるManatovの事例が示すように、連邦最高裁の判例
は、実務においては無視された。
(66) 上記の総会決定とは逆に、予算法典は、３ヶ月の期限が徒過した後も、国庫庁
は執行債務者の口座の差押などの強制的権限を行使しうると定めている。CM/
Inf/DH (2006)19rev.3,?88.2011年２月16日に連邦執行官局が公表した「2011年
から2020年の判決の執行手続の実効性の向上に関する長期計画」案によれば、国庫
庁と執行機関の間のこの権限紛争は現在に至るまで解決していない。 -
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また、Burdov第２判決後も、両最高裁判所は、判決の不執行によって
発生した損害の賠償に関し注目すべき判決を言い渡している。2009年11月
３日、最高仲裁裁判所幹部会は、執行官によって生じた損害の賠償を国に
求めたイルビス社の訴えに対し、135万ルーブルを支払うよう連邦国庫庁
に命じる判決を下し
(67)
たが、この判決は、法曹関係者から、「執行官の違法
な行為によって生じた損害の国家による補償を求める事件はこれまでも存
在したが、いままで一件の訴えも認容されたことはなかった」、しかし、
今回の事件では「裁判所の決定の執行の適正性について国庫が責任を負う
ことを、裁判所が初めて判示した」との評価を
(68)
得た。最高仲裁裁判所に続
き、連邦最高裁も、同年12月28日に連邦国庫庁の定める規則の一部を無効
とし、判決の不執行に対する賠償を原告に支払うよう国庫庁に義務づける
判決を下して
(69)
いる。
③ 連邦議会・連邦政府
以上に見たように、裁判所による?判決の不執行>への対応は概ね積極
的であった。それに対し、政治部門はどうか。
連邦議会は、連邦憲法裁の判決の無視を、連邦憲法裁から、しばしば批
判されてきた。2008年６月、連邦憲法裁のゾーリキン長官は連邦会議（連
邦議会上院）のミローノフ議長との会談において、「私は毎年、連邦議会
に憲法裁判所の裁判の一覧表を送付し、その際に、それらの裁判から立法
作業が要請されることを書き添えてきたが、それにもかかわらず、議会の
反応は滞っている」と述べて、連邦会議を批
(70)
判し、2008年12月と2009年１
月にも、国家会議議長のグルィズロフに２度にわたって書簡を出し、この
2011-2020 .
(67) 3 2009 8974/04.
(68) // ,03.11.2009.
(69) 28 2009 09-1543. .
// ,16.01.2010.
(70) // ,16.07.2008.
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問題に対するしかるべき対応を求めている。ゾーリキンによれば、2008年
12月に提示した、立法が必要とされる31法案のうち、翌年春の国家会議の
会期の議事日程に組み込まれたのはわずか10法案であった。そして、?連
邦憲法裁の判決の不執行>問題のなかで、ゾーリキンが特に問題視したの
が、先に紹介した連邦憲法裁の2001年１月25日判決への対応であ
(71)
った。
連邦政府も、連邦議会による対応の遅れを助長させた。2008年９月に先
述の最高裁案が国家会議に提出されると、連邦政府は、2009年２月26日、
国家会議に対して、最高裁案を支持しないとする意見を提出
(72)
した。この意
見は、連邦予算からの歳出を定める法案が国家会議に提出される際に、連
邦政府に意見の提示を義務づける憲法104条３項に基づくものであるが、
連邦政府による右の意見の提示後、最高裁案は、長期にわたって未審議の
まま放置された。人権裁判所のコーヴレル裁判官は、かかる事態に対し、
賠償が国庫に取り返しのつかない損害を与えると決めつけた役人によっ
て、最高裁案が「成長しないうちに屠られた」のだと述べて、連邦政府を
厳しく批判して
(73)
いる。
なお、連邦政府も、?判決の不執行>問題を等閑視し、あるいは完全に
敵視していたわけではない。連邦政府は、2006年９月21日に定めた「2007
年から2011年のロシアの司法制度の発展に関する連邦目標プログラム」に
おいて、判決の執行の保障を政府が取り組むべき課題の一つとして掲げる
(74)
など、総論としては?判決の不執行>の解決に前向きな姿勢をみせてい
(71) // ,21.01.2009.
(72) 連邦政府による最高裁案批判の主な根拠は、損害が連邦国庫によって賠償され
ると定め（２条２項）、予算法典の定める（連邦、連邦構成主体、自治体の）予算
の自立性の原則が尊重されていないこと、この問題の審理がもっぱら通常裁判所に
委ねられ、判決の不執行が仲裁裁判所でも生じることが考慮されていないこと（第
３条）である。 26 2006
.
(73) // ,02.
03.2009.
(74) 2007-
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る。しかし、連邦政府傘下の各省庁との連携など個別の領域において、連
邦政府の対応は極めて不十分なものであった。例えば、2001年以後に導入
された判決の特別執行手続に関する事例をみてみよう。同手続によれば、
裁判所の判決に基づき国家機関から金銭の支払いを受けるためには、国庫
庁の地方局に債務名義を提出しなければならない。しかし、第２次チェチ
ェン戦争が展開された北コーカサス地域では、2000年代前半には国庫庁の
地方局が再建されていなかった。そのため、同戦争に従軍した傷病軍人は
判決の執行を得られなかったといわれて
(75)
いる。このように、連邦政府は、
自らが構築した制度の省庁レベルでの運用すら十分に保障しようとしなか
った。各省庁がこの問題で跛行的に行動する様は、インデクセーションに
関する連邦最高裁の判断を無視した前述の内務省の対応にもみることがで
きる。むろん、個々の省庁の施策のなかには肯定的なものもみうけられ
(76)
るが、?判決の不執行>に関する各省庁の足並みは総じて乱れていた。以
上をみるかぎり、連邦政府（ないし各省庁）は、?判決の不執行>の最大の
原因であり、また、問題解決にとっての重大な障碍であったといえよう。
④ 連邦大統領の対応
メドヴェージェ大統領は2008年に大統領に就任して以後、?判決の不執
行>問題に強い関心を示してきた。2008年７月15日に連邦憲法裁、連邦最
高裁、最高仲裁裁判所の各長官と会談した際には、?判決の不執行>に言
及し、当該問題によって市民に生じた損害を補償する法律を採択するよう
提案して
(77)
いる。また、同年11月５日の連邦議会に対する教書演説でも、以
下のように述べ、?判決の不執行>を司法改革において取り組むべき重要
課題の１つにあ
(78)
げた。
2011 ( . 21 2006 . 583).
(75) ., . .(2005).
(76) See,Appendix to Interim Resolution CM/ResDH (2009)43.
(77) // ,16.07.2008.
(78) // ,13.
11.2009.
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?…合理的期間内に裁判を受ける権利、判決の完全かつ適時の執行を得る
権利が侵害された際に市民に生じた損害の賠償メカニズムを構築しなければ
ならない。…こうした変化は、市民にとって明確で理解しうる規則及び手続
をもたらすであろう。そして最終的には、欧州人権条約の国内における適用
メカニズムの強化に資するのである。その際に、我々はさらに一連の重要な
判断を下さなければならない。その筆頭に来るのが、判決の厳格な執行を得
ることである。これは、公正な裁判を受ける市民の権利の最も重要な構成要
素である。判決の執行は、いまだに極めて重大な問題であることを強調した
い。これは、憲法裁判所を含む全ての裁判所の問題である。原因は、至る所
にあり、多種多様である。しかし、一般的原因の１つとして指摘できるの
は、判決を執行しない公務員、そして市民自身に現実的な責任感が欠如して
いるということである。かかる責任感こそが導入されなければならない。」
Burdov第２判決後の2009年12月、EUの法整備支援プロジェクト「ロ
シア連邦における裁判所の決定の執行の実効性の向上」がスタートした。
このプロジェクトは、ロシアにおける判決の不執行及び裁判における事務
渋滞を解決するために EUが300万ユーロを拠出し、ロシアの３つの地域
（カルーガ州、チュバシ州、タタルスタン共和国）をパイロット地域に選定し
て実験を行う、というものであるが、このプロジェクトでロシア側のパー
トナーをつとめたのが大統領府であ
(79)
った。また、2010年３月に、Burdov
第２判決を意識した補償法案を国家会議に提案したのは先述の通りであ
る。
(３）国内機関の対応の評価
前節において我々は、?判決の不執行>への対応が、裁判所、大統領は
積極的で、連邦政府、連邦議会は消極的であることを確認した。このう
ち、連邦議会はこの問題に対する固有の立場をもたず、その対応は受動的
であり、連邦政府あるいは大統領といった外部からの入力に従うだけであ
(79) :
// ,09.12.2009.
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った。また、判決の一方当事者である連邦政府およびその諸機関が、判決
の執行に消極的な態度をとったのも驚くにはあたらない。一方、それに対
抗した裁判所と大統領は、この問題をどのように認識していたのだろう
か。
① 裁判所
裁判所の場合、?判決の不執行>は自らの判断の権威に関わる問題であ
り、それに積極的に取り組んだのは当然のことであった。連邦憲法裁のゾ
ーリキン長官は、人権裁判所への申立ての約半数が?判決の不執行>に関
するものであることを指摘した際に、次のように論じている。
?こうした〔ロシア司法の〕制度的欠陥によって、超国家的法制度、すな
わち、欧州〔人権〕裁判所がロシアの法制度を、かなりの程度、代行すると
いう明らかに異常で肥大化した傾向が現れた。ここでは、我々の国家の主権
に関わる問題すら生じている。そのうえ、私が深く確信するところによれ
ば、主権に対する脅威は、超国家的法制度のある種の悪意ある拡張によって
生じているのではなく、我々の立法の不完全さ、裁判の執行のメカニズムの
未熟さに起因して
(80)
いる。」
人権裁判所がロシアの司法制度の一部を代行しているという事実につい
ては、人権裁判所もその認識を共有しており、人権裁判所が?判決の不執
行>に関する事件を扱う際に、基本的な事実認定や金銭賠償の被害額の算
出など、本来、国内裁判所が処理すべき問題に遭遇することが多いことを
認めて
(81)
いる。人権裁判所がロシアの日常的な紛争処理プロセスの一環に巻
き込まれるという状況は、国内裁判所にとっても、人権裁判所にとって
も、歓迎されざる事態であった。?判決の不執行>をロシアの司法制度が
自立したメカニズムとして機能するかどうかに関わる問題として捉えたゾ
ーリキンの認識は、それがロシアの司法制度と人権裁判所のノーマルな役
割分担を確保する意図をもっていた限りにおいて、その正当性を認めるこ
(80) // ,18.
072007.
(81) Nagovitsyn and Nalgiyev v. Russia (supra note50),?40.
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とができよう。
他方で、かかる言説、とりわけ「主権に対する脅威」という把握が、欧
州機関へのアクセスからロシア市民を遠ざける論理を内包している点にも
注意しておきたい。実は、上記のゾーリキンの発言は、彼が、人権裁判所
への個人申立ての前提として、連邦最高裁、最高仲裁裁判所への上訴を義
務づける立法を提案し、それが多くの法律家から批判を浴びたことへの釈
明を目的として行われた発言の一部であ
(82)
った。この事実は、ロシアの国内
裁判所で紛争処理を完結させようとする姿勢が、ストラスブールに向かお
うとする事件をロシア国内に封じ込める論理と表裏一体のものであること
をよく物語っている。また、先に紹介した連邦最高裁提案の賠償法案の１
条２項を見る限り、連邦最高裁もゾーリキンの発言と同じ問題意識を抱え
ていたものと思われる。
② 大統領
メドヴェージェフ大統領にとって?判決の不執行>は、いかなる意味を
有していたのか。この点に関し、大統領が自らの戦略を提示し、2009年の
大統領教書の基礎となった論文「進め、ロシア?」をみてみたい。この論
文でメドヴェージェフは、国家主導の「粗野な原料資源依存経済、慢性的
な汚職」からの脱却をはかるべく、経済の「モデルニザーツィア」（近代
化）を提唱した。その際に、「賄賂で動く官僚と何も企てない企業家の強
い影響力を持つグループ」からの抵抗を想定しつつ、そうした「恣意、不
自由及び不正を生み出す腐敗」に対抗するシステムとして裁判所を位置づ
け、「法及び裁判所の軽視」、すなわち、法ニヒリズムの克服の意義を強調
(83)
した。また、彼は、最新の技術と革新的な製品の輸出に基づく経済への転
換の担い手として、幅広い企業家のイニシアチヴに期待を
(84)
かけ、2008年２
(82) . // ,09.07.2007.
(83) ., !// ,11.09.2009.
(84) 月出皎司によれば、メドヴェージェフは近代化の担い手として、一部の政商を
除く大中小の企業家層に期待しており、メドヴェージェフの語る民主主義、自由主
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月に企業家を前にして行われた講演では、私有財産が軽視され、企業の違
法な乗っ取りが横行する現状を批判する文脈のなかで、司法制度の活動の
改善を約束して
(85)
いる。
このように、メドヴェージェフの司法改革は、経済の近代化戦略と表裏
一体のものとして打ち出され、司法の傘により行政の介入から経済活動を
保護することが企図されていた。メドヴェージェフが?判決の不執行>問
題を司法改革の一環として重視したのも、その是正が彼の提起する戦略課
題、すなわち、行政による恣意の抑制、「法及び裁判所の軽視」の克服と
いう論点を共有していたからに外ならない。
(４）小括
以上の認識を踏まえ、これまでの検討結果をまとめてみよう。
まず、ロシア側が、判決の不執行をめぐる人権裁判所の判決をどのよう
に受容したのか、という角度からみてみよう。?判決の不執行>に関する
ロシアの国家機関の基本的な対抗軸は、裁判所と連邦政府（および各省庁）
の間にあった。2000年代半ばの段階では、裁判所は政治部門に十分な支持
者を見いだせず、問題の抜本的な解決をはかることはできなかった。しか
し、2008年に、状況が変化する。国外では、2008年に人権裁判所が?判決
の不執行>への取組みを本格化させ、ロシア国内でもこの問題を重視する
大統領が登場した。メドヴェージェフ大統領は、教書演説において人権裁
判所にも言及しつつ、?判決の不執行>を司法改革における重要課題とし
て位置づけ、その具体策として補償法の制定を提起する。そして、2009年
１月の Burdov第２判決を契機にその具体化が開始され、翌年に、（その
実効性の評価はさておき）判決の不執行に対する補償の枠組が構築された。
義は、企業家などのエリートのためのものあるという。月出皎司「メドヴェージェ
フの政治理念と政治戦略」ユーラシア研究44号（2010年）13頁。
(85) V //
,16.02.2008.
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かかるプロセスからは、大統領、裁判所が、パイロット判決という「外
圧」を巧みに利用し、自らの施策を実現させていく様が確認される。Bur-
dov第２判決が、そのような効果を持ちえたのは、そこで問われた問題
が、?ロシア（経済）の近代化>という基準に合致していたからであり、
必ずしも、人権、民主主義といった価値が第一義的に追求されたからでは
ない。実際、人権裁判所の活動一般は、ロシア当局によって必ずしも好意
的には評価さ
(86)
れず、第２次チェチェン戦争における人権侵害を扱ったいわ
ゆる「チェチェン事件」のような政治性の高い事件では、その対応は極め
て消極的で
(87)
ある。これに対し人権裁判所が扱うロシアの制度的違反のう
ち、?判決の不執行>とならんで大統領が重視したのは、いずれも企業家
の保護と深く関連する問題、すなわち訴訟遅延と刑事手続の改善であ
(88)
った。Burdov第２判決がロシアに一定の反響を呼び起こしたのは、パイ
ロット判決手続というその形式によるのみならず、その内容によるところ
が大きかったと言えよう。
次に同じ問題を、人権裁判所の判決、とりわけ Burdov第２判決がロシ
アに対し、どのような影響を発揮し得たのか、という角度から考えてみよ
う。第１に、上記の内容の言い換えになるが、パイロット判決は、ロシア
国内において?判決の不執行>への関心を促す「ポンプの呼び水」として
(86) 2009年２月27日に、司法省が2008年以降の人権裁判所の活動について討議した
際に、人権裁判所ロシア政府代表のマチューシキンは、ユーコス事件の申立てを含
む人権裁判所の一連の判断は「明確な根拠を欠く」ものだと批判し、コノヴァーロ
フ司法大臣も、「人権裁判所に公平性、完全な客観性が備わっているか」疑わしい
と発言している。 //
,02.03.2009.
(87) チェチェン事件判決の執行に対するロシア政府の対応を批判したNGOの報告
書として、see,Human Rights Watch,“Who Will Tell Me What Happened to
 
My Son”-Russia’s Implementation of European Court of Human Rights Judg-
ments on Chechnya,2009.
(88) 訴訟遅延については、前述の2010年補償法が対応している。また、刑事法の領
域でも、経済犯罪の被疑者・被告人に対する勾留の適用を制限する改革など、種々
の施策が進行している。ただし、その詳細の検討については他日を期したい。
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の効果を果たした。パイロット判決は、新聞などのメディア、あるいは学
術誌において度々言及され、問題解決に向けた環境を整えることになっ
た。
第２に注目すべきは、人権裁判所の判決が、?判決の不執行>に内在す
る問題を包括的に把握するツールとなった点である。連邦憲法裁など、ロ
シア国内にもこの問題への対応を図った機関はあるが、全体として統一性
を欠き、問題にカズイスティックにアプローチしてきた。また、それらの
施策のなかに、欧州基準からみて満足しえないものが含まれていたのは前
述の通りである。これに対し、Burdov第２判決を中心とする人権裁判所
の判決、あるいは閣僚委員会のメモランダムは、機能不全の原因を体系的
に認識する術を与え、跛行的であったロシアの国内機関の認識及び対応に
一定の体系性をもたらした。
第３に、?判決の不執行>の背後に、単なる技術的な問題には解消し得
ない市民と行政の対抗関係があったことを改めて想起したい。内務省、国
防省をはじめロシアの公権力機関は、自らの判決上の義務の履行を免れる
術として、積極的な武器としては監督審を
(89)
用い、消極的な防具としては本
稿が扱った?判決の黙殺>という手段をもって対抗しようとした。そうし
たなか、ロシア市民の能動性は、人権裁判所という実効的救済を得る見通
しのある機関が存在することで、封じ込められることを免れ、その結果
が、人権裁判所の膨大な判決数という形で表現された。そして、そのこと
を通じ、ロシアの病理が絶えず可視化され続けたのである。
このように、人権裁判所の判決を「選択的」に受容するロシアにあっ
て、?判決の不執行>はロシア側に人権裁判所の結論を受け入れる素地が
備わっていた僥倖なケースであった。しかし、他方で、人権裁判所を抜き
にしては、?判決の不執行>の全体像の認識も、ロシア政府による補償法
(89) 民事監督審の運用実態について、 ., , ., -
: // , 5,
2009.
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などの一般的措置の構築もより困難なものになったはずである。そうした
種々のコストを縮減するうえで人権裁判所が果たした役割は、ロシアにと
って決して小さいものではなかったように思われる。
５ 結びにかえて
?判決の不執行>に即し、我々は人権裁判所の活動とロシア国内機関に
よるそれへの対応を観察してきた。そこに、眩い法律論、華麗な権利闘争
はなく、前節において我々が引き出した結論も、その内容は極めて平凡な
ものであった。しかし、本稿が扱った問題は、奥深いところでロシアの法
のあり方を揺り動かす可能性を秘めているように思われる。
?判決の不執行>が常態化するロシアの現状について、人権オンブズマ
ンのルキーンは、「ごく普通の『日常生活において』裁判所の判決を、あ
る種の『非拘束的な勧告』であるかのように受け取るそうした理解が、社
会だけでなく、国家機関にも広がって
(90)
いる」と述べている。ここでは、ロ
シア人が１世紀を優に超えて、くり返し論じてきた自らの法意識、すなわ
ち法ニヒリズムの蔓延が主題化されて
(91)
いる。法ニヒリズムは、司法の権威
と実効性を掘り崩し、さらには、機能不全に陥った制度がそうした意識を
再生産するという不幸な循環構造のなかで、社会体制の変動を超えて維持
されてきた。ところで、本稿が扱った?判決の不執行>の克服に向けた一
連の取組みは、こうした意識と制度が織りなす円環を断ち切るための１つ
の契機となりうるように思われる。すなわち、紛争処理が司法府で完結す
ることを前提に、ロシア市民が裁判という「形式」をくり返し体験するこ
とが、ロシア人の法意識の「内容」に漸進的に浸透するというシナリオで
(90) , . ..
(91) その代表例として、参照、キスチャコフスキー（杉浦秀一訳）「法の擁護のた
めに」長縄光男・御子柴道夫監訳『道標―ロシア革命批判論文集 I』（現代企画室、
1991年）。
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ある。また、裁判が紛争解決の主要なツールとなれば、それは司法府の権
威と権力分立原則を下支えするであろうし、公権力機関を被告とする紛争
において市民の権利が十全に保障されるならば、市民と行政の関係、ある
いは、ロシア市民の権力観にも影響を及ぼさずにはいられないであろう。
このように、?判決の不執行>の問題は、最終的には、「反立憲主義的」と
評し
(92)
うるロシア史に根ざした統治機構のあり方への省察をも促しうるよう
に思われる。
むろん制度が構築されたとしても、法意識によってその運用が歪められ
る可能性は高い。したがって、制度の構築は、法ニヒリズム克服の十分条
件ではない。ただ、少なくともその必要条件であることは間違いないだろ
う。しかるべき制度の構築を抜きに、司法府への信頼、あるいは、法治国
家といった命題が、真面目に受け止められる余地など存在しえないのだか
ら。
2000年代の後半に多数の申立てが人権裁判所に殺到しながら、それがい
っこうに制度改革に結びつかない事態を皮肉って、ロシアのある法律家は
それを「質に転化しない量」と表現
(93)
した。それから２年。Burdov第２判
決を契機に、事態は新たな展開をみせている。はたして Burdov第２判決
は、ロシアの法のあり方に量質転化をもたらす結節点たりうるだろうか。
その答えは、ロシアにおける法治国家の今後の展開にとって決定的な意味
を有しているはずである。
＊ 本稿は、科学研究費補助金・基礎研究（A）「中国、ベトナム、ロシア
および中央アジア諸国の裁判統制に関する比較総合研究」（研究代表者・
杉浦一孝）による成果の一つである。
(92) 大江泰一郎『自由・社会主義・法文化』（日本評論社、1992年）第４章。
(93) ., . .(2009).
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